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１． 18 年 3 月期の連結業績（平成 17 年 4月 1日～平成 18 年 3月 31 日） 
(1)連結経営成績                     (注)金額は百万円未満を切り捨てて記載しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

41,828 
30,159 

38.7
△17.9

485
△984

－
－

506
△922

 －
－

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

株主資本当 

期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円 ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

△3,474 
△629 

－ 
－ 

△96.87
△17.34

－
－

△10.1 
△1.7 

0.8 
△1.5 

1.2
△3.1

(注) ①持分法投資損益       18 年 3 月期     －百万円   17 年 3月期        －百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 18年 3月期     35,862,201株    17年 3月期       36,305,426株 
     ③会計処理の方法の変更    有 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

63,407 
58,608 

32,712
35,820

51.6 
61.1 

915.24
996.67

(注) 期末発行済株式数(連結)  18 年 3 月期     35,742,348 株  17 年 3 月期       35,939,954 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

△5,516 
1,847 

3,036
△420

△163 
△438 

4,982
7,601

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数    4 社 持分法適用非連結子会社数    －社 持分法適用関連会社数  －社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)    －社 (除外)    －社     持分法 (新規)   －社 (除外)   －社 
 
２．19 年 3月期の連結業績予想（平成 18 年 4月 1日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

中 間 期 
通    期 

20,000
39,900

280
280

140
140

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  3 円  91 銭 
 
(注)上記の予想は本資料の発表日現在において、入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後の様々

な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
  なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の 5ページをご参照ください。 
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１．企業集団の状況 

 

当社グループは、当社及び関係会社 9 社により構成され、橋梁・水門・鉄骨・鉄塔その

他鋼構造物の設計・製作及び現場組立・架設が主な事業であり、これ以外に建設機械、運

搬機械等各種機械の設計・製造・据付・販売、複写業務、建材仕入販売、不動産賃貸業等

を行っています。 
 

事 業 部 門 事 業 内 容 会 社 名 

橋梁・水門の設計・製作及び現場架設 
当  社 
東北鉄骨橋梁㈱ 
㈱駒井鉄工大阪工場 

鋼橋の現場工事の施工、維持補修 駒井エンジニアリング㈱ 
橋 梁 

建材の調達 ㈱シップス 

鉄骨・鉄塔の設計・製作及び現場建方 

当  社 
東北鉄骨橋梁㈱ 
㈱駒井鉄工大阪工場 
他 3 社 

建設機械、運搬機械等の設計・製造及び据付                      
当  社 
他 1 社 

建材の調達 ㈱シップス 

複写業務 ㈱シップス 

鉄

構

製

品

事

業 
鉄骨･その他 

その他 1 社 

不動産事業 不動産賃貸業他 当  社 
他 2 社 

 

各子会社は、それぞれ受注活動を行うとともに、当社より工事の一部を受注しており、事

業の系統図は次のとおりとなります。 

得  意  先 
 

 

㈱駒井鉄工大阪工場 他１社 

東北鉄骨橋梁㈱ 

駒井エンジニアリング㈱ 

当  社 

橋 梁 鉄 骨・その他 

㈱シップス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連結子会社 
 

非連結子会社 

駒井鉄工㈱【連結】
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２．経営方針

 

（１）会社の経営の基本方針 

    当社グループは、橋梁事業と鉄骨事業を２本の柱とし、「技術と信頼」をモットーに

お客様に信頼される製品を作るため、技術力向上に邁進し、社会基盤整備の一翼を担

う企業グループとしての自覚と責任を持って経営を行っております。 

 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

    当社は、株主の皆様に対し事業収益に応じた安定･継続的な利益還元を行うことを基

本としております。また、マーケットニーズに応え、事業環境の変化に左右されない

安定した収益確保が見込める強固な経営基盤を築くために、内部留保に意を用いると

同時に将来を見据えた投資を行っていくことも重要であると考えております。 

   なお、会社法施行後の配当の支払回数等につきましては、従来と同様の制度を採用

する予定です。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

   当社では現下の厳しい事業環境に対処すべく、本年２月に「緊急経営対策」を策定

いたしました。橋梁事業においてはコストダウン、生産性向上に向けた管理体制の集

約、組織再編、人材の再配置による効率化などを柱に事業の抜本的見直しを進めるこ

ととし、鉄構事業においては組織再編による営業体制の強化、計画部門・エンジニア

リング部門の強化による生産体制の充実、海外を視野に入れた体制作りなどを柱とし

てスタートいたしました。今後の厳しい経営環境に対し、グループ各社も含めた費用

削減及び利益管理の徹底を進めてまいります。 

また、当社は、国土交通省及び旧日本道路公団が発注した鋼橋上部工事の入札に関し、

独占禁止法第３条に違反する行為があったとして、平成 17 年６月 15 日公正取引委員会

から告発され、東京高等検察庁により起訴されました。その後、同年９月 29 日に同委

員会から排除勧告を受け、同年 11 月 18 日に審決を受けております。 

このような過去の談合問題に対し、当社は厳正に姿勢を正しており、コンプライアン

スへの取り組みを最重要課題として再発防止に向けた体制作りを行っております。本年

４月に「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、併せて「独禁法違反処分規定」「独

禁法遵守行動指針」を制定、「社内通報制度」を創設いたしました。 

また、本年５月の取締役会において、業務の適正を確保することを目的とした内部統

制システムの基本方針を決議しております。 

これらの内容をすべての役職員に周知徹底し、今後の法令違反行為の再発防止に全力

を挙げてまいります。 

     なお、当社と株式会社宮地鐵工所との技術提携につきましては、コスト縮減、品質

の向上、既設橋梁の保全技術などをテーマに引き続き技術開発・研究開発を共同で進

めており、技術力のより一層の強化を目指しております。 

駒井鉄工㈱【連結】
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（４）親会社等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

３．経営成績及び財政状態 

 

（１）経営成績 

１）当期の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善に伴い設備投資が引き続き増

大する中、所得環境の改善による堅調な個人消費に支えられ、緩やかな回復基調で推移

いたしました。 

このような中、積極的な営業を展開しましたが、当連結会計年度の受注高は 361 億円

（前期比 8.0％減）となりました。 

また、当連結会計年度の完成工事高は、手持工事が順調に推移したことで不動産事業売

上高を含め 418 億円（同 38.7％増）となり、これにより当連結会計年度末の受注残高は、

総額で 343 億円（同 13.4％減）となっております。 

損益につきましては、工事の採算の回復、コスト管理の徹底などにより経常利益５億

６百万円を確保することができました。 

また、昨年 12 月に九州工場の土地・建物を譲渡したことによる譲渡益、ならびに保有

する有価証券の一部を処分したことによる売却益の合計 29 億６千４百万円を特別利益に

計上し、固定資産減損損失 47 億３千２百万円と、鋼鉄製橋梁談合事件による課徴金およ

び違約金等を加えた合計 58 億５百万円を特別損失に計上しましたことで、税金等調整前

当期純損失は 23 億３千４百万円、これに税金費用を調整して当期純損失は 34 億７千４

百万円となりました。 

 

事業の部門別の概況は次のとおりです。 

－鉄構製品事業－ 

橋梁・鉄骨業界におきましては、鉄骨は、景気回復による企業の堅調な設備投資に支え

られたことで順調に推移してまいりました。しかしながら橋梁では、鋼鉄製橋梁談合事件

により、国土交通省をはじめとする各発注機関から行政処分（指名停止措置）を受けたこ

とで、受注量が大きく落ち込み、加えて採算面でも厳しい状況の中で推移いたしました。 

 

① 橋梁 

当連結会計年度の受注高は、国土交通省四国地方整備局・新四万十川橋、名古屋高速

道路公社・東海通工区上部工事、京都府・第二大堰橋、新潟県・川口橋他の工事で 81

億円（前期比 54.5％減）となりました。 

完成工事高は、東日本高速道路株式会社・八王子ジャンクションＣランプ橋、国土交

通省近畿地方整備局・新桜宮橋、八条北高架橋、同九州地方整備局・堂面川橋、滋賀県・

駒井鉄工㈱【連結】
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笹出橋他で 143 億円（同 1.5％増）となり、これにより当連結会計年度末の受注残高は

158 億円（同 28.3％減）となっております。 

 

② 鉄骨・その他 

当連結会計年度の受注高は、ザ・ペニンシュラ東京、東京・丸の内１－１計画トラス

トタワー、新横浜駅ビル、三菱電機（株）稲沢製作所新試験塔他で 280 億円（前期比 30.7％

増）と前連結会計年度を大きく上回る水準を確保することができました。 

完成工事高は、東京・豊洲再開発ＴＸビル、同・新芝浦プロジェクト、同・Ｇプロジ

ェクト、東京医科歯科大学医歯学総合研究棟Ⅱ期他で 271 億円（同 72.4％増）となり、

これにより当連結会計年度末の受注残高は、184 億円（同 5.3％増）となっております。 

 

－不動産事業－ 

大阪市西淀川区にある大阪事業所の未利用地部分について賃貸による有効活用を行って

おります。当連結会計年度における不動産事業売上高は、３億円（前期比 24.8％増）とな

りました。 

 

２）通期の見通し 

今後につきましては、企業部門の好業績を背景に景気の回復がいわれておりますが、不

安定な中東情勢などを背景に原油価格や原材料価格の高騰が懸念され、それらの日本経済

への影響は予断を許さないものがあります。 

橋梁においては、公共投資の更なる削減がいわれており、事業の先行き見通しは大変厳

しいものがあります。特に鋼橋の談合事件から指名停止を受けた各社がその後の受注を競

う中で、落札価格が大幅に低下しており、採算の悪化は避けられない見通しであります。 

一方の鉄骨におきましては、大型案件の計画はなお引き続きあるものの、鋼材価格の高

止まりに加え、一時回復の兆しが見られた発注単価が再び低落傾向を見せ始めており、厳

しい状況が懸念されます。 

このような状況の下当社といたしましては、前述の「緊急経営対策」の実施により、グ

ループ会社を含めた費用削減、利益管理の徹底に努めてまいる所存です。 

 

次期の業績は、売上高 399 億円、経常利益２億８千万円、当期純利益１億４千万円を見

込んでおります。 

駒井鉄工㈱【連結】
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（２）財政状態 

キャッシュ・フローの状況につきましては、以下の通りです｡ 

営業活動によるキャッシュ･フローは55億1千万円の支出となりました｡これは仕入債務の増加に

よる収入があったものの売上債権の増加、未成工事支出金等の増加による支出があったことなど

によるものです｡ 

投資活動によるキャッシュ･フローは 30 億 3 千万円の収入となりました｡これは九州工場売却によ

る収入、投資有価証券売却による収入があったことなどによるものです｡ 

財務活動によるキャッシュ・フローは 1 億 6 千万円の支出となりました。これは配当金の支払など

によるものです｡ 

以上の結果、当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は 49 億 8 千万円

（前連結会計年度末比 26 億 1 千万円減少）となりました｡ 

 

キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

自 己 資 本 比 率(％) 50.2 56.1 60.2 61.1 51.6

時 価 ベ ー ス の 

自 己 資 本 比 率(％) 
12.8 11.9 17.2 24.7 29.3

債 務 償 還 年 数(年) ― 1.6 59.4 1.9 ―

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ(倍) 
― 39.3 1.4 36.6 ―

    [算出方法] 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ いずれの指標も連結ベースの財務数値により計算しております。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 
※ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている負債

を対象としております。 
※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローを使用しております。 
※ 利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
※ 平成１３年度及び平成１７年度の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシ

オについては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 

駒井鉄工㈱【連結】
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（３）事業等のリスク 

 １）公共事業への依存 

   当社グループの主力事業である橋梁事業は、その殆どが公共事業であります。当連

結会計年度の売上高に占める橋梁事業の割合は 34％となっております。国、地方公共

団体ともに厳しい財政事情を反映し公共事業はここ数年抑制傾向が続いており、加え

て、競争激化による落札価格の大幅な低下から今後更なる受注高減少、工事採算の悪

化などの影響を受ける可能性があります。 

 

２）品質管理及び安全対策 

    鉄構事業において使用する鋼材は、構造計算などに基づき、その使用する場所・箇所

に応じて材質・サイズ・強度等の規格が細かく決められております。また、製作精度に

ついても厳しい基準が設けられており、品質に関する客先の要求は厳しさを増す傾向に

あります。一方、安全面についても、重量物を取り扱う上で小さなミスが人命に関わる

重大災害につながる恐れがあり、安全対策は何よりも優先される課題となっております。 

    公共事業における入札参加資格要件は、売上高、利益、財務状況などの経営成績とと

もに、過去の工事実績、工事成績、災害発生に関する安全率なども評価の対象になって

おり、これら品質管理や安全対策が不十分な場合には、入札参加資格が認められない可

能性がある他重大な過失が認められた場合には、指名停止などの行政処分を受ける恐れ

もあります。 

    これらに対し当社グループでは、品質保証委員会を中心としてＩＳＯの要求事項に基

づく厳格な品質管理を徹底している他、品質管理証明員による社内検査制度を創設し、

経営者から任命された品質証明員が部門を超えたチェックを行う仕組みを作っており

ます。安全対策においては、中央安全委員会による全社的チェックの他、グループ会社

全体で安全衛生協議会を組織し、協力会社を含めての情報交換、教育・訓練、啓蒙活動

などを積極的に行っております。 
 

 ３）鋼材価格の変動 

   原材料価格高騰などにより鋼材価格が高止まりの状態にあります。今後価格が上昇

し、上昇分が製品価格に反映されない場合、工事採算が悪化して業績に影響を及ぼす

恐れがあります。 
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４．連結財務諸表等

（１）比 較 連 結 貸 借 対 照 表
(単位:百万円、単位未満切捨)

科    目 当連結会計年度 前連結会計年度 増     減

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在） （△印は減）

（資 産 の 部）

流  動  資  産 37,321 28,126 9,194

現 金 預 金 4,982 7,814 △ 2,832
受 取 手 形
完 成 工 事 未 収 入 金

15,200 8,273 6,927

未 成 工 事 支 出 金 等 12,814 9,712 3,102

繰 延 税 金 資 産 376 112 264

そ の 他 3,947 2,214 1,733

貸 倒 引 当 金 △ 1 0 0

固  定  資  産 26,086 30,481 △ 4,395

  有形固定資産 (20,133) (25,564) (△ 5,430)

建 物 ・ 構 築 物 6,132 7,029 △ 897

機 械 装 置 ・ 運 搬 具 1,115 1,316 △ 201

土 地 12,678 16,954 △ 4,276

建 設 仮 勘 定 31 31 0

そ の 他 176 231 △ 55

  無形固定資産 (117) (136) (△ 19)

  投資その他の資産 (5,835) (4,781) (1,054)

投 資 有 価 証 券 4,926 3,997 928

長 期 貸 付 金 187 239 △ 51

そ の 他 730 552 177

貸 倒 引 当 金 △ 8 △ 8 0

資     産     合     計 63,407 58,608 4,799

△ △
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(単位:百万円、単位未満切捨)

科    目 当連結会計年度 前連結会計年度 増     減

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在） （△印は減）

（負 債 の 部）

流  動  負  債 24,965 19,067 5,898

支払手形・工事未払金 15,262 10,071 5,191

短 期 借 入 金 2,413 2,810 △ 396

一年以内償還予定社債 - 200 △ 200

未 払 法 人 税 等 477 58 418

未 成 工 事 受 入 金 5,137 4,817 320

賞 与 引 当 金 135 189 △ 54

独占禁止法関連損失引当金 677 - 677

そ の 他 862 920 △ 58

固  定  負  債 5,728 3,720 2,008

長 期 借 入 金 1,230 500 730

繰 延 税 金 負 債 3,170 1,755 1,415

退 職 給 付 引 当 金 990 925 64

役員退職慰労引当金 156 168 △ 12

事業構造改革引当金 - 189 △ 189

そ の 他 181 181 -

負     債     合     計 30,694 22,788 7,906

（資 本 の 部）

資 本 金 6,619 6,619 -

資 本 剰 余 金 6,274 6,274 0

利 益 剰 余 金 17,963 21,653 △ 3,689

その他有価証券評価差額金 2,100 1,438 662

為 替 換 算 調 整 勘 定 0 △ 1 0

自 己 株 式 △ 245 △ 164 △ 80

資     本     合     計 32,712 35,820 △ 3,107

負  債・ 資  本  合  計 63,407 58,608 4,799

△

駒井鉄工㈱【連結】

9



（２）比 較 連 結 損 益 計 算 書

(単位:百万円、単位未満切捨)

当連結会計年度 前連結会計年度 増    減
自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日

至 平成18年3月31日 至 平成 （△印は減）17年3月31日

(経　常　損　益　の　部)

営　業　損　益

完 成 工 事 高 41,828 100.0% 30,159  100.0% 11,669

完 成 工 事 原 価 38,665 92.4% 28,390  94.1% 10,275

完 成 工 事 総 利 益 3,163 7.6% 1,769  5.9% 1,394

販売費及び一般管理費 2,677 6.4% 2,753  9.1% △ 76

営 業 利 益 485  1.2% - - 485

営 業 損 失 - - 984 △ 3.3% △ 984

営　業　外　損　益

 営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 65 39 26

そ の 他 58 77 △ 18

計 124 0.3% 116  0.4% 7

 営 業 外 費 用

支 払 利 息 55 43 11

そ の 他 48 10 37

計 103 0.2% 54  0.2% 49

経      常       利       益 506  1.2% - - 506

経      常       損       失 - - 922 △ 3.1% △ 922

(特　別　損　益　の　部)

特　別　利  益

固 定 資 産 売 却 益 2,061 0 2,061

投 資 有 価 証 券 売 却 益 903 31 871

計 2,964 7.1% 31  0.1% 2,933

特　別　損　失

固 定 資 産 処 分 損 48 54 △ 6

減 損 損 失 4,732 - 4,732

災 害 損 失 - 16 △ 16

独 占 禁 止 法 関 連 損 失 1,003 - 1,003

そ の 他 21 15 6

計 5,805 13.9% 86  0.3% 5,719

税金等調整前当期純損失 2,334 △ 5.6% 976 △ 3.2% 1,357

法人税、住民税及び事業税 442 28 413

法 人 税 等 調 整 額 697 △ 375 1,072

当 期 純 損 失 3,474 △ 8.3% 629 △ 2.1% 2,844

△
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（３）連 結 剰 余 金 計 算 書

(単位:百万円、単位未満切捨)

当連結会計年度 前連結会計年度
          科      目 自  平成17年4月 1日 自  平成16年4月 1日

至  平成18年3月31日 至  平成17年3月31日

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 6,274 6,273

資 本 剰 余 金 増 加 高 0 0

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 6,274 6,274

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 21,653 22,519

利 益 剰 余 金 減 少 高 3,689 866

当 期 純 損 失 (3,474) (629)

配 当 金 (215) (236)

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 17,963 21,653
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円、単位未満切捨）

年   度   別    

    科   目
Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △ 2,334 △ 976
減 価 償 却 費 611 700
減 損 損 失 4,732 -
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 0 △ 1
賞 与 引 当 金 の 減 少 額 △ 54 △ 7
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 64 105
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 △ 12 33
事 業 構 造 改 革 引 当 金 の 減 少 額 △ 189 -
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 65 △ 39
有 価 証 券 売 却 益 △900 △31
支 払 利 息 99 50
有 形 固 定 資 産 除 売 却 損 益 △ 2,012 54
独 占 禁 止 法 関 連 損 失 1,003 -
売 上 債 権 の 増 減 額 △ 6,860 3,370
未 成 工 事 支 出 金 等 の 増 減 額 △ 3,070 677
仕 入 債 務 の 増 加 額 5,174 2,598
未 成 工 事 受 入 金 の 増 減 額 282 △ 3,637
そ の 他 △ 1,923 △ 1,008

小    計 △ 5,453 1,888
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 65 39
利 息 の 支 払 額 △ 99 △ 50
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 28 △ 28

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 5,516 1,847
Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 預 入 に よ る 支 出 △ 350 △ 212
定 期 預 金 払 戻 に よ る 収 入 212 -
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 148 △ 255
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 2,233 68
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △152 △18
投資有価証券の売却等による収入 1,238 99
貸 付 け に よ る 支 出 △ 326 △ 155
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 329 54

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,036 △ 420
Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △ 126 -
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 330 △ 40
長 期 借 入 に よ る 収 入 790 -
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 200 -
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 80 △ 161
配 当 金 の 支 払 額 △ 215 △ 236

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 163 △ 438
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 24 -
Ⅴ  現金及び現金同等物の増減額 △ 2,619 989
Ⅵ  現金及び現金同等物期首残高 7,601 6,612
Ⅶ  現金及び現金同等物期末残高 4,982 7,601

金      額 金      額

当連結会計年度

自  平成17年4月 1日

至  平成18年3月31日

前連結会計年度

自  平成16年4月 1日

至  平成17年3月31日
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

<１>連結の範囲に関する事項

  子会社８社のうち、連結子会社は４社であります。

  非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

  及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりま

　せん。

<２>持分法の適用に関する事項

  持分法を適用していない非連結子会社４社及び関連会社１社は、当期純損益及び利益剰余金等に

  及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しており

　ます。

<３>連結子会社の事業年度に関する事項

  連結子会社のうち、連結決算日と一致していない子会社１社については連結財務諸表作成に当

　たり連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

<４>会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

    ・有価証券

        その他有価証券

          時価のあるもの……連結決算日の市場価格等に基づく時価法

                            評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

                          　よっております。

          時価のないもの……移動平均法による原価法

    ・たな卸資産

        未成工事支出金………個別法による原価法

        材 料 貯 蔵 品………移動平均法による原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却方法

        有形固定資産…………建物は定額法、それ以外のものは主として定率法

                            主な耐用年数  建物・構築物      10年～50年

       　                                 機械装置・運搬具   4年～13年

        無形固定資産…………定額法、なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

                            見積利用可能期間（５年）に基づく定額法

（３）重要な引当金の計上基準

    イ)貸 倒 引 当 金……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績率

                            に基づき計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

                            能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

    ロ)賞 与 引 当 金……… 従業員の賞与金支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度

                            に帰属する部分を計上しております。

    ハ)退職給付引当金……… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

                            債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、数理計

                            算上の差異は定額法により発生の翌連結会計年度から５年で費用処理

                            することとしております。過去勤務債務は定額法により発生時から５

                            年で費用処理することとしております。

    ニ)役員退職慰労引当金… 役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく当連結会計年度

                            末要支給額を計上しております。

    ホ)事業構造改革引当金…事業構造改革に伴い、今後発生が見込まれる損失について合理的に

                            見積られる金額を計上しております。
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    ヘ）独占禁止法関連損失引当金…橋梁工事に関する独占禁止法違反に関連して公正取引委員会よ

　　　　　　　　　　　　　　り排除勧告を受けたことに伴い今後発生が見込まれる国土交通省及び

　　　　　　　　　　　　　　旧日本道路公団に対する違約金等の支払に備えるため必要と認められ

　　　　　　　　　　　　　　る額を計上しております。

（４）重要なリース取引の処理方法

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

        については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）重要なヘッジ会計の方法

　①ヘッジ会計の方法

　　　ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　ヘッジ手段・・・金利スワップ

　　　　　ヘッジ対象・・・借入金利息

　　　③ヘッジ方針

　　　　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

　　　④ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　金利スワップについては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であり、

　　　　　かつ、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定でき

　　　　　るため、ヘッジの有効性の評価は省略しております。

（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

    ・完成工事高の計上基準

      進捗率50％以上の長期大型橋梁工事(工期１年以上、請負金額５億円（東北鉄骨橋梁株式

       会社は1億円）以上)については工事進行基準に、その他の工事については工事完成基準に

      よっております。

　（会計方針の変更）

　　　従来、連結子会社東北鉄骨橋梁株式会社は進捗率 50%以上の長期大型橋梁工事（工期 1年

　　　以上、請負金額5億円以上）については工事進行基準を採用していましたが、請負金額 5

　　　億円以上の受注工事実績がないことと企業規模縮小により大型橋梁工事完成時期のズレに

　　　よる決算への影響が大きくなったことから生産実態を経営成績に適切に反映させるため、

　　　当連結会計年度より進行基準対象工事を請負金額 1億円以上に変更しております。

      この結果、従来の基準によった場合に比べて当連結会計年度の売上高は 300百万円、経常

　　　利益は67百万円それぞれ増加し、税金等調整前当期純損失は67百万円減少しております。

    ・消費税等の会計処理……消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（７） 固定資産の減損に係る会計基準

　　　当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

　　　の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年8月9日）及び「固定資産の減損に

　　　係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日））を適用

　　　しております。これにより税金等調整前当期純損失は4,720百万円増加しております。

      なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から

　　　直接控除しております。

<５>連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

     資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であ

   り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

   到来する短期投資からなっております。
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連結貸借対照表の注記

 １．有形固定資産の減価償却累計額 12,441 百万円 11,429 百万円

 ２．貸出コミットメント契約

        貸出コミットメントの総額 3,000 百万円 1,600 百万円

        未実行残高 3,000 百万円 1,600 百万円

 ３.担保に供している資産

建物 258 百万円 268 百万円

土地 316 百万円 316 百万円

計 574 百万円 584 百万円

 ４．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結損益計算書の注記

 １．工事進行基準による完成工事高 6,270 百万円 8,162 百万円

 ２．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 177 百万円 99 百万円

 ３. 減損損失

　　   当連結会計年度において、当社グループは以下の鉄骨製品製造用資産グループについて

　　 減損損失を計上しております。

　　　　 場所　　富津工場（千葉県富津市）

　　　　 用途　　製造用資産

　　　   種類　　土地及び建物

       減損損失を把握するにあたっては、製品別を基礎として橋梁製品製造用資産、鉄骨製品製造用

　　 資産、賃貸用不動産及び共用資産にグルーピングを行っております。

　　   これらの資産グループのうち、鉄骨製品製造用資産については、鋼材価格の高騰、市場単価の

　　 低迷等による受注環境の悪化により投資金額の回収が困難との判断により帳簿価額を回収可能価

　　 額まで減額し、当該減少額を減損損失（4,732百万円）として計上しております。その内訳は、

　　 土地4,220百万円及び建物511百万円であります。

　　　 なお、当資産グループの回収可能価額は不動産鑑定評価による正味売却価額によっております。

 ４．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結キャッシュ・フロー計算書の注記

 １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,982 百万円 7,814 百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 - 百万円 △ 212 百万円

現金及び現金同等物 4,982 百万円 7,601 百万円

 ２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

当 連 結 会 計 年 度 末 前 連 結 会 計 年 度 末

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

駒井鉄工㈱【連結】
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退職給付関係

  1.採用している退職給付制度の概要

      当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び適格退職年金制度を

    設けております。     

  2.退職給付債務に関する事項 当 連 結 会 計 年 度 末 前 連 結 会 計 年 度 末

        退職給付債務 △ 1,936 百万円 △ 1,937 百万円

        年金資産 939 百万円 841 百万円

        未積立退職給付債務 △ 997 百万円 △ 1,095 百万円

        未認識過去勤務債務 △ 9 百万円 △ 18 百万円

        未認識数理計算上の差異 15 百万円 187 百万円

        連結貸借対照表計上額純額 △ 990 百万円 △ 925 百万円

        退職給付引当金 △ 990 百万円 △ 925 百万円

    (注)連結子会社は退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

  3.退職給付費用に関する事項 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

        勤務費用 120 百万円 125 百万円

        利息費用 36 百万円 38 百万円

        期待運用収益 △ 10 百万円 △ 9 百万円

        過去勤務債務の費用処理額 △ 9 百万円 △ 9 百万円

        数理計算上の差異の費用処理額 81 百万円 117 百万円

        退職給付費用 219 百万円 263 百万円

    (注)簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は勤務費用に計上しております。

  4.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

        割引率 2.0％ 2.0％

        期待運用収益率 1.25％ 1.25％

        退職給付見込額の期間配分方法      期間定額基準      期間定額基準

        過去勤務債務の額の処理年数      5年      5年

（発生時から定額法で費用処理） （発生時から定額法で費用処理）

        数理計算上の差異の処理年数      5年      5年

（翌連結会計年度から定額法で費用処理） （翌連結会計年度から定額法で費用処理）

    記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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税効果会計関係
 １.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当連結会計年度末 前連結会計年度末

繰延税金資産

  賞与引当金 54百万円 77百万円

　連結会社間の未実現損益消去 590百万円 613百万円

  退職給付引当金 401百万円 366百万円

  役員退職慰労引当金 63百万円 68百万円

  独占禁止法関連損失引当金 274百万円 -百万円

  税務上の繰越欠損金 -百万円 1,337百万円

  会員権評価損 -百万円 35百万円

　事業構造改革特別損失 -百万円 76百万円

  その他 202百万円 111百万円

1,588百万円 2,685百万円

  評価性引当金 △35百万円 △390百万円

繰延税金資産の合計 1,552百万円 2,294百万円

繰延税金負債

  固定資産圧縮積立金 △2,906百万円 △2,949百万円

  その他有価証券評価差額金 △1,435百万円 △983百万円

  その他 △2百万円 △5百万円

繰延税金負債の合計 △4,345百万円 △3,937百万円

繰延税金負債の純額 △2,792百万円 △1,642百万円

  　平成18年3月31日現在の繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産  繰延税金資産 376百万円 112百万円

固定資産  繰延税金資産 0百万円 -百万円

流動負債  繰延税金負債 -百万円 -百万円

固定負債  繰延税金負債 △3,170百万円 △1,755百万円

  　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該

　　　差異の原因となった主な項目別の内訳

     税金等調整前当期純損失計上のため、該当事項はありません。

駒井鉄工㈱【連結】
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５．セ グ メ ン ト 情 報

（1）事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) (単位:百万円、単位未満切捨)

１ 売上高及び営業損益

売上高

(1)  外部顧客に対する売上高

(2)  セグメント間の内部売上

高又は振替高

       計

営業費用

営業利益

２ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出

資      産

減価償却費

減損損失

資本的支出

（注1.）事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

　　　1.事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　2.各区分に属する主要な製品の名称

（1）鉄構製品事業…橋梁・水門・鉄骨・鉄塔その他鋼構造物の設計・製作及び

     現場組立・架設等

（2）不動産事業　…不動産・機械装置の賃貸

（注2.）資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は 9,908百万円でありその主

　　　　なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資産（投資有

　　　　価証券）等であります。

497227

41,202 167 41,370 △ 27

△ 39

485△ 11

41,343

41,828

－

41,828

0

41,473

39

395

39

41,868

△ 39

270

計 連結

41,473 355

不動産
事業

消去又
は全社

－ 41,828

鉄構製品
事業

9,908 63,407

550 60 611 － 611

51,534 1,964 53,499

10889 19 108 －

4,7324,732 － 4,732 －
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前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) (単位:百万円、単位未満切捨)

１ 売上高及び営業損益

売上高

(1)  外部顧客に対する売上高

(2)  セグメント間の内部売上

高又は振替高

       計

営業費用

営業利益又は営業損失(△)

２ 資産、減価償却費

及び資本的支出

資      産

減価償却費

資本的支出

（注1.）事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

　　　1.事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　2.各区分に属する主要な製品の名称

（1）鉄構製品事業…橋梁・水門・鉄骨・鉄塔その他鋼構造物の設計・製作及び現

     場組立・架設等

（2）不動産事業　…不動産・機械装置の賃貸

（注2.）資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は11,811百万円でありその主

　　　　なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資産（投資有

　　　　価証券）等であります。

46,797 11,811

127109 17 127 －

31,193 △ 49

58,608

647 52 700 － 700

45,314 1,482

49 △ 49

31,144

△ 1,056 72 △ 984 0 △ 984

30,931 262

計
消去又
は全社

－

29,874 334 30,208 △ 49 30,159

0 49

連結

29,874 284 30,159 － 30,159

鉄構製品
事業

不動産
事業
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（2）所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自　平成17年4月1日　至　平成18年3月31日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」

の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。

前連結会計年度（自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」

の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。

（3）海外売上高

当連結会計年度（自　平成17年4月1日　至　平成18年3月31日）

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

前連結会計年度（自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日）

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

駒井鉄工㈱【連結】
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６．生産、受注及び販売の実績 

 
（１）生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の部門別ごとに示すと、次のとおりです。 
  （単位：百万円、単位未満切捨） 

当連結会計年度 
(自 平成 17 年 4 月 1 日 至 平成 18 年 3 月 31 日) 

前連結会計年度 
(自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 17 年 3 月 31 日) 項 目 

金 額 構成比（％） 金 額 構成比（％） 
橋 梁 
鉄骨・その他 

14,926
26,658

35.9
64.1

13,920 
15,473 

47.4
52.6

合 計 41,585 100.0 29,393 100.0

 
（２）受注状況 

当連結会計年度における受注状況を事業の部門別ごとに示すと、次のとおりです。 
（単位：百万円、単位未満切捨） 

当連結会計年度 
(自 平成 17 年 4 月 1 日 至 平成 18 年 3 月 31 日) 

前連結会計年度 
(自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 17 年 3 月 31 日) 項   目 

金 額 構成比（％） 金 額 構成比（％） 
橋 梁 
鉄骨・その他 

8,101
28,040

22.4
77.6

17,801 
21,462 

45.3
54.7

受

注

高 合 計 36,142 100.0 39,264 100.0
橋 梁 
鉄骨・その他 

15,896
18,411

46.3
53.7

22,158 
17,479 

55.9
44.1

受

注

残

高 合 計 34,307 100.0 39,638 100.0

 
（３）販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の部門別ごとに示すと、次のとおりです。 
（単位：百万円、単位未満切捨） 

当連結会計年度 
(自 平成 17 年 4 月 1 日 至 平成 18 年 3 月 31 日)

前連結会計年度 
(自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 17 年 3 月 31 日) 項 目 

金 額 構成比（％） 金 額 構成比（％） 
橋 梁 
鉄 骨 ・ そ の 他 

14,364
27,109

34.4
64.8

14,149 
15,725 

46.9
52.2

鉄構事業計 41,473 99.2 29,874 99.1

不動産事業計 355 0.8 284 0.9

合 計 41,828 100.0 30,159 100.0
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７．有  価  証  券  関  係 

当連結会計年度（平成18年3月31日現在）

(１)その他有価証券で時価のあるもの
(単位：百万円、単位未満切捨）

区　　　　分 取　得　原　価
連結貸借対照表

計上額
差額

連結貸借対照表計上額 (1)株      式 854 4,391 3,536

が取得原価を超えるもの (2)債      券 － － －

(3) そ の 他 － － －

小      計 854 4,391 3,536

連結貸借対照表計上額 (1)株      式 － － －

が取得原価を超えないもの (2)債      券 － － －

(3) そ の 他 － － －

小      計 － － －

854 4,391 3,536

(2)当期中に売却したその他有価証券（平成17年4月1日から平成18年3月31日)
(単位：百万円、単位未満切捨）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
1,040 903 3

(3)時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

      その他有価証券
(単位：百万円、単位未満切捨）

区　　　　分
連結貸借対照表

計上額

非上場株式 153
合         計 153

前連結会計年度（平成17年3月31日現在）

(１)その他有価証券で時価のあるもの
(単位：百万円、単位未満切捨）

区　　　　分 取　得　原　価
連結貸借対照表

計上額
差額

連結貸借対照表計上額 (1)株      式 783 3,212 2,428

が取得原価を超えるもの (2)債      券 － － －

(3) そ の 他 － － －

小      計 783 3,212 2,428

連結貸借対照表計上額 (1)株      式 61 55 △ 6

が取得原価を超えないもの (2)債      券 － － －

(3) そ の 他 － － －

小      計 61 55 △ 6

845 3,267 2,421

(2)当期中に売却したその他有価証券（平成16年4月1日から平成17年3月31日)
(単位：百万円、単位未満切捨）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
100 31 -

(3)時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

      その他有価証券
(単位：百万円、単位未満切捨）

区　　　　分
連結貸借対照表

計上額

非上場株式 348
合         計 348

合　　　計

合　　　計
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8．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益
　当連結会計年度
      当社グループは金利スワップ取引を行っていますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので該当事項
      はありません。

　前連結会計年度
      当社グループは金利スワップ取引を行っていますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので該当事項
      はありません。

9．関連当事者との取引
　当連結会計年度
      該当事項はありません。

　前連結会計年度
      該当事項はありません。
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